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１．はじめに 
 
2015 年 2 月に閣議決定された開発協力大綱（大綱）では、「包摂的」で「持続可能」で
あり、「強靭性」を兼ね備えた「質の高い成長」とそれを通じた貧困撲滅への支援を行う、
ことを重点課題としている。「強靭性」を備えるには、経済危機や自然災害を含む様々な
ショックへの耐性及び回復力に富むことが必要である 1。こうした支援を実施するには、「自
然災害などのショック」が成長の質にどう影響を与えるのか、「耐性、回復力を富ませる」
支援とはどうあるべきか、を明確にすることが求められる。 
本稿は、質の高い成長を支援する観点から、防災援助の実施に当たり何が課題となるの
か、を明らかにすることを目的とする。先行研究をレビューすることで、(i)災害がどのよう
に成長に影響を与え、成長がどのように災害を減らすのか、もしくは深刻化するのか、(ii)
事前の備えの重要性と災害対策の効果、（iii）防災援助の実施において残された課題は何か、
を検討する。 
 
 
２．災害と成長の相互関連性 
 
2.1 災害は包摂を阻み格差を生む 
 
貧しい国や島嶼国ほど災害による影響は大きい(図 1)。途上国ではハイチの 2010 年地震
のように GDP を上回る被害を受けることもある。先進国では被害額は大きいものの（表 1）、
国全体の経済への影響は途上国に比べて小さい 2。2005 年のハリケーン・カトリーナの被
害はアメリカ災害史上最大であったが、それでも GDP の 1％に過ぎない。同様に、東日本
大震災は GDP 比で 4％、阪神淡路大震災は 2.5%である 3。 
所得の低い国ほど自然災害による死者が多い。過去 30 年間（1984 ～2013 年）に世界
で自然災害により約 248 万人が死亡しているが、その約半数が低所得国、約 3 割が中低所
得国に集中している 4。表 2 に示す通り、死者数の多い災害はほとんどが途上国で発生して
災害に対する強靭性が質の高い成長に貢献するには ―防災援助が直面する課題― 
開発協力大綱の重点課題にて指摘されている「強靭性」について、成長と災害の相互
関連性、防災分野の事業や援助の効果、アプローチについての文献をレビューします。 
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いる。表 1の被害額の多い災害が先進国に集中しているのに比べ明確な対照となっている 5。 
紛争は自然災害と関連しつつ成長を阻害する 6。紛争のコストは途上国では GDP の 30
年間分以上に相当する。紛争国では貧困率が他の国に比べて 21％ポイント高くなっており、
年平均で貧困削減は 2.7％ポイントの遅れを取っている 7。経済大国では戦争、小国では自
然災害が、短期的に最も深刻な影響をもたらす 8。テロは先進国の方が頻度は高いが、経済
成長への影響は途上国が先進国より大きい 9。自然災害が紛争を引き起こす、もしくは悪化
させることがある。例えば、地震が起きると紛争が激化する傾向にある 10。 
最も苦しむのは貧困層など弱者である。一端災害が発生すると、まず被災するのは貧困
層などの社会的弱者である。生き延びたとしても備えや蓄えの貧しい弱者にとっては復興
も困難となり、時にはさらなる災難に遭遇していく。こうして成長の機会を失い貧困が悪
化する悪循環に陥っていく 11。別添１に示す通り、インド洋大津波など多くの災害が貧困
を悪化させている。世界では貧困層の 3 分の１は災害の危険地域に住んでいる。2030 年ま
でに 3.25 億人の最貧困層が、災害に脆弱な 49 か国に居住すると予測されている 12。女性
は男性より体力が劣り、災害情報へのアクセスも限られるため、浸水すると逃げ遅れやす
く多く亡くなる事例が報告されている 13。例えば、2008 年ミャンマーのサイクロン災害で
は約 6 割の犠牲者が女性であった。 
サプライチェーンを通じて経済活動に影響を与える。情報通信と輸送技術の発展、自由
貿易の推進により、自動車やパソコンなどの生産システムは世界を網羅したネットワーク
化が進んでいる。このため、2011 年の東日本大震災やタイ洪水のような大災害が発生すれ
ば、サプライチェーンを通じて世界中の工業生産が影響を受けることとなる 14。 
成長は被害を増加させる。世界の災害被害額は、1980 年代の 500 億ドルから 2010 年代
に入ると約 2000 億ドルと、過去 30 年で約 4 倍になっている（図２）15。図３に示される
とおり、社会経済の変化と自然現象の挟み撃ちで災害被害は大きくなっていく。社会経済
の成長に伴い人口増加や都市化が進行すると、低平地、傾斜地や密集市街地といった危険
地帯に人口が集中し、質の低い住宅やインフラ施設など災害に脆弱な資産が集積されてい
く。特に途上国でこの傾向が顕著である。適切な災害対策なしでは被害ポテンシャルは増
加し続けることなる 16。 
 
2.2 長期的な影響 
 
長期的な経済成長にどのような影響を与えるかは一概に言えない。災害が経済活動に影
響を与えるメカニズムは明らかになっておらず、研究に使用されるモデルもそれぞれ異な
っている。国の大きさや災害の形態などの要因にも左右される。例えば同じハリケーンで
も、カリブ海の島国では国全体の経済活動に影響を与えるが、アメリカのように広大な国
土であれば影響範囲は限定される。豪雨はある地域に被害を与えても、隣接地域に灌漑や
発電に有益な水資源をもたらし、国全体としては農業や工業生産を増やすこともありうる 17。 
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研究によって結論はまちまちである。世界銀行は大規模災害の発生後 5 年にわたり経済
成長率が平均で 2%低くなる、と主張している 18。国連も熱帯性低気圧により数十年にわた
って経済成長への負の影響を受ける国がある、と指摘している 19。これに対し、過去の経
済データの分析から災害は成長を助ける、とする研究も出されている 20。災害により創造
的破壊が起きれば、新たな技術を使った経済活動が始まり成長が促される、ことも考えら
れる。一方で、自然災害は経済成長に大きな影響を与えない、とする研究もある 21。自然
災害以外では、テロは経済成長に負の影響を及ぼし、戦争や内戦による影響はさらに大き
い、と分析されている 22。 
地域的な影響は明らかで、持続性を損なう。全国的な影響は明確ではないとしても、地
域的なイベントである災害は被災地域へマイナスの影響を与える 23。Shimada は日本の県
別データを分析し、被災者が増えると成長率が低くなる関係があることを報告している 24。
阪神淡路大震災では被災地の地域経済は復興事業の影響により、当初 3 年は急激に回復し
た。しかしその後は減少を続け、震災時の状態に回復するのに数年を要した 25。10 年近く
全国との成長とは差があり、その差は今に至るまで埋まっていない 26。 
 
2.3 防災の重要性 
 
災害は包摂性、持続可能性にも悪影響を与えつつ、成長を阻害する(図４)。災害は成長に
悪影響を与え、成長により被害のポテンシャルが増加する。中でも影響が大きいのは途上
国であり、弱者である貧困層である。大綱で示されている通り、質の高い成長には強靭性
を兼ね備えることが必要である(図 5)。 
 質の高い成長により被害は軽減される 。Toya and Skidmore は様々な指標の分析から、
収入、教育、国際市場に開かれている経済、競争経済、コンパクトな政府、というレベル
が高まるほど、災害による死者数と経済被害は少なくなる、と主張する 27。Hallegatte の分
析によれば、生産性が向上し富が蓄積すると防災投資が行われ、災害の頻度は低下する 28 。 
図１ 災害被害の GDP比 
 
世界銀行 2012；内閣府 2015：内閣府 2005 から作成 
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表１ 表亜表１ 被害額の大きかった自然災害（1980 年以降） 
 年 国 災害 被害額        
(億ドル) 
1 2011 日本 （東日本大震災） 地震・津波 2,100 
2 2005 アメリカ（ハリケーン・カトリーナ） ハリケーン・高潮 1,250 
3 1995 日本 （阪神淡路大震災） 地震 1,000 
4 2008 中国（四川地震） 地震 850 
5 2012 アメリカ他（ハリケーン・サンディ） ハリケーン・高潮 650 
6 1994 アメリカ (ノースリッジ地震) 地震 440 
7 2011 タイ 洪水 430 
8 2008 アメリカ他 (ハリケーン・イケ) ハリケーン・高潮 380 
9 2010 チリ 地震・津波 300 
10 2004 日本 (中越地震) 地震 280 
Münchener Rückversicherungs-Gesellschaft, Geo Risks Research, NatCatSERVICE 
(2015) を基に作成 
表２ 死者の多かった自然災害（1980 年以降） 
  年 国 災害 死者数 
1 2010 ハイチ 地震 222,570 
2 2004 スリランカ、インドネシア、タイ他 
(インド洋大津波) 
地震・津波 220,000 
3 2008 ミャンマー (サイクロン・ナルギス) サイクロン・高潮 140,000 
4 1991 バングラデシュ サイクロン・高潮 139,000 
5 2005 パキスタン、インド、アフガニスタン 地震 88,000 
6 2008 中国 (四川地震) 地震 84,000 
7 2003 ヨーロッパ 熱波 70,000 
8 2010 ロシア 熱波 56,000 
9 1990 イラン 地震 40,000 
10 2003 イラン (バム地震) 地震 26,200 
Münchener Rückversicherungs-Gesellschaft, Geo Risks Research, NatCatSERVICE 
（2015）  を基に作成 
図２ 世界の災害被害額の推移(1983-2013) 
World Bank (2015) 
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３．事前の備えの重要性 
 
3.1 国づくり、地域づくりの基礎をなす防災事業 
 
防災は国づくりの基礎をなす。オランダは北海を開拓し長大堤防により締め切り、水を
くみ出し続けることで国土を作り上げてきた。国土の約 4 分の１ が海面下で、そこに人口
の 60% が居住している。高潮災害が発生すれば国の存亡にかかわる事態となる。このため
1 万年に 1 度の確率で発生するような高潮に対応できる堤防を建設し、国を守っている 29。
バングラデシュではサイクロン災害により、1970 年には 30 万、91 年には 14 万人の人命
が失われており、防災対策は国の基本施策となっている。 
日本では歴史上、治水事業が国土づくり、地域づくりの基礎となり、包摂した持続可能
な成長に貢献してきた。Tsukahara は、治水事業による被害軽減効果は近年では年あたり
10 兆円弱と試算している(図 6)30。日本の治水事業は 4 世紀に淀川の堤防工事で始まった。
それ以降、各地で治水事業が行われ、江戸時代には関東平野や大阪平野などで洪水被害が
根源的な 
原因 
動的な 
圧力 
 危機的な 
状況 
 災害 加害力 
自然現象 
 
図３ 災害の構造 
Wisner et al. 2004 渡辺他訳
 
広田(2016)を基に作成 
図４ 災害と成長の質の関連 図５ 強靭性と成長の関連 
広田(2016)を基に作成 
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軽減され新田の開発が行われた。さらに、明治開国以降、欧米の技術を取り入れ治水事業
を進め、東京、北海道、越後平野など各地の成長に貢献してきた。高度経済成長期の 1960
年代には治水事業は、人命や産業経済の基盤を守るだけでなく、流域の土地利用の高度化
と開発に資するもっとも基幹的な公共事業、として推進された 31。現在では、国土の約 10％
を占める氾濫原に人口の約 50％、資産の約 75％が集積されている。特に、東京、大阪、名
古屋の三大都市圏の海面より低く水害の危険地域であるゼロメートル地帯には、約 400 万
人が居住している。別添２に日本の治水事業の事例を示す。 
治水施設の整備により民間投資を呼び込むことができた。例えば、放水路建設により洪
水被害が軽減され、東京の下町には工場が進出し、新潟平野では金属器生産が増え、近年
でも埼玉県春日部市では企業進出が進む、などの効果が見られた 32。 
復興でも次の災害に備えた事業が行われてきた。戦後、数千人を超える死者を出す災害
が頻発したため、災害復旧のための事業・予算制度が作られた。被災した地域では、同じ
規模の災害が再度発生しても防止できる施設が造られてきた。数十年にわたり復旧事業が
続けられてきたため、国全体として災害への備えが強化された 33。 
死者数も大幅に減少した。1960-70 年代にかけて国家予算の 6-7％が防災に配分された。
これにより水害の死者数は減少を続け、現在では年に 100 人以下となっている(図 7)。ただ
し、資産が集積し続けているため、氾濫面積は縮小しているものの、被害額は横ばいで推
移している。地震災害では 1994 年と 2011 年に大きな死者を出している。 
 
3.2 防災事業の投資効果は高い 
 
事前の投資は効果があり効率的である 34。別添３の通り、アメリカの 4000 の防災事業の
費用対便益比は平均で４、世界七か国での治水事業の費用対便益比は 1－17 といずれも高
い。日本では総合的な都市洪水対策の費用対便益比は 3.3 と計算され、その他の治水事業も
効率的であると計算されている 35。ソフト対策の費用対便益比も高い。ヨーロッパでの洪
水予警報により毎年、数百の人命が救われ、4.6-27 億ユーロの被害が軽減されている、と
の試算がある 36。 
円借款事業で行われた治水事業は平均で 15%の内部収益率を上げている。29 案件につい
て事後評価時に内部収益率（EIRR）が計算されている。EIRR は、最低は 5.1%、最高で 25.1%
であり、全案件の単純平均で 15.0％となる(表３)。しかしながら、地域経済や開発への影響、
成長への質への貢献については十分に検討されていない。 
 
3.3 防災を主流化すれば被害は減る 
 
日本では防災を主流化することで被害を減らしてきた。防災の主流化とは、開発のあら
ゆる側面において防災の観点を取り込むことをいう。防災を開発計画や財政に位置づけ、
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交通、教育、エネルギーなど様々な分野での取り組みが求められる 37。別添４の通り、新
幹線の地震時停止システムや、電話の災害伝言サービス、自主防災組織による地域社会の
防災活動、官民パートナーシップによる宅地開発時の防災施設などが被害を軽減してきた。 
建築基準のおかげで東日本大震災では建築物被害は限定的であった。建物倒壊による死
者は 200 名以下と最小限に食い止められた。1923 年の関東大震災では、地震により倒壊し
た建物から発生した火災が主な原因で 10 万人以上が死亡した。これを教訓に耐震設計基準
が 1924 年の市街地建築物法に導入され、世界で初の国レベルでの耐震設計基準となった。
それ以来、改定を重ね現在の形となっている。例えば、1986 年の十勝沖地震では鉄筋コン
クリート建築物に大きな被害が出たため、基準が強化された 38。 
災害保険は被害そのものを減らしはしないが、復興資金を供給する。過去 10 年間の自然
災害による経済被害の年平均 1900 億ドルに対して、約 30%の 600 億ドルが保険により支
払われている 39。ただしこれはほとんどが先進国である。例えば強制加入の制度があるニ
ュージーランドでは、2011 年カンタベリー地震にて被害額の約 8 割が支払われた(図 8)。
これに対して低開発国では 1％が支払われるにすぎない 40。途上国向けの支援としてリス
ク・プール制度など、あらたな取り組みもはじまっている 41。 
 
3.4 防災支援アプローチと資金の現状 
 
災害が起きてから対応するのではなく、平常時より備えることが被害軽減に有効である。
このことは以上の事例から明らかである。国際的にも広く認識されており、国連防災世界
会議などの国際会議でも繰り返し指摘されてきたところである 42。別添５の通り、世銀や
EU もこうしたアプローチをとっている。日本では長い歴史の中で災害を受けるたびに教訓
を学び、防災態勢を改善し、防災文化を作り上げてきた。事前投資がなければ東日本大震
災の被害はさらに大きかったであろう 43。 
事前の備えにどうすれば投資を向けられるか、が課題である 44。事前の備えが重要、有
効であるにもかかわらず、援助資金は災害後の救援や復興に回る傾向にある。開発援助委
員会(DAC)加盟国全体では人道援助のうち 4%前後を事前の備えに支出しているにすぎな
い 45。  
日本は防災のトップドナーである。日本の援助では他国に比べ事前投資を重視している。
開発援助の 3.5%にあたる 17 億ドルを 2006 年から 10 年までに事前の備えに供与した。こ
れは DAC 加盟諸国の事前の備えの合計額の 38%に相当する。また、人道援助に占める割合
は 18%と DAC 加盟国の平均 4%よりも高くなっている 46。 
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図７ 防災予算と死者数
遠山・相良（2014） 
 
治水効果(兆円) 
1995 年価値に換算 
治水予算(兆円) 
1995 年価値に換算 
 
図６ 日本の治水事業の効果 
Tsukahara（2015） 
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Mahul & White (2015)から作成 
 
4．成長の質を高める可能性 
 
災害は貧困と環境、気候変動と密接に関連している。このため防災事業は「強靭性」を
高めるだけでなく、「包摂性」、「持続可能性」の観点からも質の高い成長に貢献できる。
しかしながら、貧困層を明確に対象としたり、環境と調和を図るような援助プロジェクト
はこれまでのところ限られている。 
 
4.1 包摂性 
 
貧困層を明確に対象とした援助プロジェクトは少ないものの成果を上げている 47。スリ
ランカ大コロンボ圏では円借款事業にて、都市排水事業を実施するに当たり、川沿いにす
む貧困層の生活改善、再建を支援した 48。無償事業では、インドネシア・ジャカルタ市内
にて排水ポンプ車を供与することで、浸水常襲地区である貧困地域での浸水被害軽減に貢
献している。また、ケニアの貧困地帯において洪水対策としての避難や啓発などコミュニ
ティ防災を支援した。世界銀行の防災プロジェクトでは評価した 51 案件のうち 41 案件に
て、貧困層を対象としている。ただし、どのような成果が出たかは情報が不足している 49。 
日本では戦後復興で経験がある。戦後広がったスラムや不良住宅が治水事業とともに解
消されていった事例がある。例えば、広島市の太田川には戦後、被爆者や引揚者が河川敷
に住み、バラックなど無認可の住宅が密集した。1960 年ごろには 1000 戸以上となり、原
爆スラムと呼ばれていた。低所得者向け公営住宅が建設され、公園等など都市施設も整備
され、不良住宅地区は解消され、河川改修事業が実施された 50。 
最貧国ではコミュニティ防災が有効である。最貧国や低開発国の農村地帯では財政制約
から堤防などの施設整備に予算を割くことが難しい。また、自治体の能力も限られており、
防災情報や警報の提供なども期待できないことが多い。このため、地域社会自らが対応す
るコミュニティ防災が有効な対策とならざるを得ない。JICA ではバングラデシュ、ネパー
図８ 被害額に占める保険支払いの割合 
4
16
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ル、ケニア、中米等において支援を行ってきている 51。警戒や避難だけでなく、住民参加
型での低コストの建設工事も行われている。例えば、トリニダードトバゴやコスタリカで
は古タイヤを利用して護岸工事が行われ、水害被害削減に効果を上げている 52。 
 
4.2 持続可能性 
 
気候変動適応策には統合アプローチが必要である。気候変動により深刻化する風水害に
対処するには、構造物などのハード対策や避難警戒などソフト対策を組み合わせることが
有効である。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）は、特に「後悔の少ない」対策、警
報システム、都市計画など費用がかからず直ちに効果が期待できる対策、を重視している 53。
国土交通省では堤防などの施設の能力を上回る水害に対して、(1)施設の運用、(2)まちづく
りとの連携、(3)避難、応急対応、事業継続など、施策を総動員して対処する方針を打ち出
している 54。JICA では適応策プロジェクトのハンドブックを作成した。重要地域は構造物
で防御する。構造物で防御できない危険地域には住まない、あふれてしまう洪水に対して
はコミュニティ防災にて対応する、との方針を示している 55。 
グリーンインフラによる防災事業により、環境を改善し生物多様性を保全し、成長の持
続可能性に貢献できる。グリーンインフラとは、自然環境がもつ生物の生息の場の提供や、
景観形成、気温上昇の抑制など、多様な機能を活用して、施設整備を進めるものである。
国内では多自然川づくりと呼ばれる、河川が本来持つ生物の生息環境や河川景観を保全・
創出する防災事業が進められている。コンクリートによる護岸工事ではなく、環境負荷の
少ない石や木材などの天然材料を使ったり、自然の淵や瀬を生かした工事を行っている 56。 
 都市化と防災は調和可能である 57。途上国では都市化により洪水被害が増大している。
ハード施設、流域施設（調整池等）、開発規制やソフト対策を組み合わせた総合治水対策
が被害を軽減することを日本の経験は示している 58。 
 
 
５．明らかになった課題と残された課題 
 
防災は強靭性を備えた質の高い成長に不可欠である、ことが明らかになった。災害は成
長への妨げになり、成長は災害のポテンシャルを高める。さらに、途上国や弱者である貧
困層への影響が大きい、ためである。日本では長年にわたる防災投資により、土地の高度
利用が進み、民間投資が行われ、犠牲者が劇的に減少するなど、包摂的で持続可能な質の
高い成長に貢献してきた。 
事前の防災投資は効果的で重要であるにもかかわらず、多くの国で十分に投資がされず、
援助資金も回っていかない。事前の防災投資を進めるメカニズムを検討する必要がある。 
円借款事業を含め個別事業の投資効果は計算され、被害軽減効果は明らかになっている。
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しかしながら、地域経済や開発への効果、貧困削減の効果など、どのように成長の質を高
めているのか、についての検討は限られている。 
大綱の言う「強靭性」のみならず、「包摂性」と「持続可能性」にも防災事業は貢献し、
成長の質を高めることができる。こうした取り組みは途上国援助ではいまだ限られている。
途上国援助でのあり方について、検討が求められる。 
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別添１災害が貧困を悪化させる事例 
 
 2004 年インド洋大津波ののちインドネシア・アチェの貧困層は 30％から 50％に上昇
した。(DFID 2006:6)。 
 
 1998 年ハリケーンミッチによりホンジョラスでは貧困層は人口の約 3%に当たる 16.5
万人増加した。失った資産は富裕層が貧困層より大きく 15 倍になる。だが、その影響
は貧困層に大きく、貧困層は資産の 18%を失ったのに対して、富裕層は 8.5%失ったに
過ぎない(Morris et al. 2002)。 
 
 ペルーでは 2000 年から 2005 年の間に被災した農村地域では、裕福な上位 4 分の 1
世帯の消費の落ち込みが 1.2％であるのに対し、下位 4 分の 1 の貧困世帯では 3.85％減
少している（UNISDR 2009）。 
 
 2000-01 年の干ばつがなければ、パキスタンの貧困層は 13%減少したと推定される
(DFID 2006:6)。 
 
 1995 年に発生した阪神・淡路大震災では建築物の倒壊が主な死因となった。その多く
は古い木造家屋であった。その後の復興では社会とのつながりが断たれた環境での孤
独死が社会問題になった。仮設住宅の入居者の約 7 割が 300 万円未満の世帯収入であ
った(吉井 2007)。生活保護受給者の死亡率は平均の 5 倍といわれている。 
 
 2005 年のハリケーン・カトリーナでは所得の低い黒人層が多く居住している地区の被
害が大きかった(坪川 2006)。 
 
 
別添２ 日本の治水事業が成長に貢献した事例 
 
江戸時代 
 
 関東平野を流れる荒川は利根川から分離する付け替え工事が江戸時代初期に行われ、
隅田川を経て東京湾に注ぐ流路に変わった。埼玉東部低湿地は穀倉地帯に生まれ変わ
った。また、舟運による物資の大量輸送路として大都市・江戸の繁栄を支えた。 
 
 奈良盆地から大阪湾に注ぐ大和川は、もともとは大阪平野を北西に流れ淀川に注いで
いた。これを 1704 年（宝永元年）にわずか 8 ケ月で、現在の大和川に付け替える事業
が行われた。これにより河内では農地の開発が可能となり新田開発が盛んに行われた。
「鴻池新田」などの名前で今に残っている（国土交通省ホームページ）。 
 
明治以降 
 
 荒川放水路が東京の成長に貢献した。放水路事業は 1911 年に開始され 1930 年に完成
した。これにより洪水被害が減少し、工業化、市街化が進展した。工場が進出し、都
心部や地方から流入した労働力や、農村からの余剰労働力を吸収して、宅地が進んだ。
1880 年には流域はほとんど農地で占められていたが、1937 年には右岸側はすべて市街
地へと変化した。1947 年に来襲したカスリーン台風は利根川を決壊させ、関東地方に
大規模な被害を及ぼしたが、東京の中心部では荒川放水路が被害を食い止めた。もし
荒川放水路がなかったとしたら、浸水は東京駅まで達し、現在の荒川区、台東区のほ
ぼ全域を含む 140 ㎞２が浸水していた（荒川放水路変遷誌編集委員会 2011）。 
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 石狩平野では河川改修により自然の湿地帯都市、農地に変わった。1890 年には、氾濫
原は開発の手がつかない自然の状態で、流域の約 50%が湿地、約 30%が森林であった。
明治時代より、河川のショートカット、堤防、浚渫、ダム建設などの治水事業が進む
につれて、洪水氾濫が大幅に減少した。水田開発や札幌や旭川の都市開発など、氾濫
原の開発が進み、百年後の 1990 年には農地が流域の約 80%、市街地が約 10%を占め
るようになった（唐澤他 2012）。 
 
 大河津分水により越後平野の開発が進んだ。新潟市や周辺地域はもともと低湿な平野
であった。明治から昭和初期にかけて信濃川河口から約 60km 上流に大河津分水が建設
され、本川は日本海に分水された。これにより越後平野の洪水被害が軽減され成長が
もたらされた。それまでの土地利用は、約 80%は湿田と呼ばれる常に湛水している水
田であった。分水の建設により信濃川の水位が下がり、湿田はすべて乾田となった。
乾田の収穫量は湿田に比べ 2 割ほど高い。また、市街地面積は 10%から 20%に増加し、
高速道路や新幹線、工業用地が整備されるなど、開発が進んだ(北陸建設経済研究会
2007)。 
 
 
別添３ 防災対策の費用対便益比 
 
 アメリカ連邦災害管理庁の実施した耐震補強、水害対策など 4000 の防災プログラムを
評価し、費用対便益比が平均で 4 との結果を得た。災害別では、水害対策は 4.1、風害
対策は 4.7、地震対策は 4.0 である。防災投資により財政への負担も軽減された。事前
の対策に 1 ドル投資する毎に、3.65 ドル分の救援・復興費用の節約と税収の確保が可
能となった(Multihazard Mitigation Council 2005)。 
 
 7 か国で行われた治水プロジェクト（アメリカ、バングラデシュ、インド、フィリピン、
インドネシア、ペルー、モルジブ）の費用対便益比は 1-17 といずれも便益が費用を上
まわっている（Foresight 2012)。 
 
 都市インフラへの整備に当たって、国連防災白書では総投資額の 0.1%にすぎない 60
億ドルを防災に追加投資すれば、今後 15 年間で 3600 億米ドルの被害を軽減できる、
と試算している(UNISDR 2015a: 252)。 
 
日本の事例 
 
 都市洪水対策の効果は高い。総合治水対策の費用対便益比は 3.3 である。1950-70 年代
にかけて、東京、大阪、名古屋の 3 大都市圏において急激な都市化が進んだ。これに
より洪水被害が増加し社会問題となった。鶴見川など 17 の河川において改修の集中投
資を行うと共に、自治体では都市内に遊水地を建設し、ソフト対策を組み合わせ、流
域一体となった総合的な治水対策を講じた。これにより洪水被害は減少した。 
 
 大都市圏以外の都市においても治水事業の効果は大きい。例えば広島では、市街地が
太田川のデルタ地帯に広がり、水害被害に苦しんでいた。放水路建設が 1934 年に開始
され 1972 年に完成した。1977 年には 1943 年と同規模の降雨があったが、浸水は
2,200ha、12,000 戸から 200ha、1,000 戸と 1 割以下に減少し、7480 億円の被害軽減
効果があった。この一回の災害防止効果だけで、事業費 3570 億円を大きく上回る効果
を上げたこととなる（国土交通省太田川河川事務所）。広島のゼロメートル地帯には
約 34 万人が居住し、県庁、市役所、地下街等の 6 兆円を超える資産が高度に蓄積され
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ている。この地帯を守る高潮対策事業の費用対便益比は 35.5 と計算されている（国土
交通省中国地方整備局 2005）。 
 
ソフト対策 
 
 トルコ地震対策：耐震補強の費用対便益比は 0.28 であり便益は費用を下回る。ただし、
これに人命の価値を加えると便益は費用を超える（Michel‐Kerjan et al. 2013)。 
 
 途上国の洪水予警報：毎年 10億ドル投資すれば、年平均で 2万 3千人の人命が救われ、
40-360億ドルの被害が軽減され、費用対便益比は 4-36と推計される（Hallegatte 2012)。 
 
 フィジー、サモア洪水予警報・高床式住居：フィジーでは洪水予警報の費用対便益比
は 4-7、サモアでは 1.7-1.9 と推計された。また、サモアの高床式住居の費用対便益比
は2-44と推計された。ただし堤防や放水路は0.1-0.64と便益が費用を下回っている(Lal 
and Holland 2011)。 
 
 
別添４ 日本の防災主流化の事例 
 
 宅地開発、官民パートナーシップ：水田や森林が宅地に造成されば、保水や浸透機能
が劣化し、都市水害が増加する。これを官民パートナーシップにより防いでいる。事
業者は宅地開発に当たり、都道府県知事の許可、および市町村の同意が必要である。
市町村では「宅地開発等指導要綱」に基づき、開発によって洪水被害が増大しないよ
う、調整池などの防災施設の建設を事業者に求めている(総務省 2002)。これにより、
低下する保水・浸水機能を、構造物によって補っている。 
 
 コミュニティ防災、政府による支援：日本は長い洪水との戦いの中で、地域社会が自
らの地域を守ってきた。近代化や都市化の進展とともに、地域社会の伝統的な結びつ
きも弱体化し、これに代わり政府からの支援が強化されてきた。水防や消防、地震対
策に必要な施設の提供、補助金や防災情報の提供などが行われている(Ishiwatari 2012)。 
 
 交通、耐震補強と早期地震検知：2011 年に発生した東日本大震災では、新幹線、国道、
高速道路の橋への被害は皆無であった。1995 年の阪神・淡路大震災では阪神高速が倒
れ、新幹線の橋が落橋し、その復旧に日時を要した上に、救援活動の妨げとなったの
とは対照的である。鉄道会社、高速会社、国は神戸での被害を教訓に耐震補強を進め、
東日本大震災までに工事を終了していた（Ishiwatari 2014；Tokuyama 2012；石渡・相
良 2014）。これにより東日本大震災では海岸沿いの津波被災地までの救援路を 1 週間
で開通させることができた。新幹線の復旧は阪神・淡路大震災では 82 日要したのに比
べ、49 日と短くなった。また、東日本大震災の地震発生時には、19 本の東北新幹線が
走行中であったが、早期地震検知システムにより安全に停止することができた。鉄道
会社では 1992 年にシステムの利用を開始して以来、警報発出の時間を 1 秒といえども
短縮するよう、改良を積み重ねてきていた(石渡 2014)。 
 
 通信、災害対応への投資：通信事業各社は防災投資を行い、東日本大震災ではサービ
スが早期に回復した。阪神・淡路大震災では５日間にわたり電話がかかりにくい状態
が続いた。これを教訓に事業者は家族・親戚や知人の安否確認のため、災害時伝言サ
ービスを設置した。この伝言サービスの利用により、電話の輻輳は東日本大震災では
一日で解消されている。伝言サービスの利用回数は 1,400万回に達した(総務省 2014)。 
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別添５ 防災支援アプローチの例 
 
 世界開発報告 2014 は、災害などのリスクをどのように開発の視点から管理するか、と
いうテーマを取り扱っている。リスクを体系的にとらえ、事前に、積極的に管理する
べきである、と指摘している。1）知識（リスク情報や不確実性を減らすことができる）、
2）保護（予警報や施設など）、3）保険（貯蓄や災害保険、医療保険、公的なセーフ
ティネット）といった対策で備えることを提言している。また、家族、コミュニティ、
企業、銀行、政府、国際社会が連携を取り合いながら対応することが重要である（World 
Bank 2013）。 
 
 世界銀行の支援は強化されている。2006 年に世界銀行に防災グローバル・ファシリテ
ィが創設された。複数のドナーが参加するパートナーップであり、資金メカニズムで
ある。開発戦略や計画に防災と気候変動によるリスク管理を主流化することを目指し
ている。世界銀行の融資額は 2012 年の 37 億ドルから 14 年には 53 億ドルに増加した
（World Bank 2015）。以下のアプローチをとっており、特に資金調達、財政、金融な
どは開発援助において世界銀行がリードする分野となっている。 
 
1. リスク特定：リスクを評価し、政府やコミュニティ、個人が、リスク管理について
情報に基づいた決定をするのを助ける。 
2. リスク削減：事前にリスクを削減し、また新たにリスクが作られるのを防ぐ。 
3. 備え：予警報システムなど気象分野を強化する。 
4. 金融面での保護：資金調達や保険制度を整備する。 
5. 強靭な回復と再建：災害後復興ニーズ評価を支援する。 
 
 EU は防災援助を通じて持続可能な開発と貧困削減に貢献する。EU は途上国援助の防
災戦略を 2009 年に策定した(Commission of the European Communities 2009)。この戦
略では、防災を強化することで貧困層、脆弱国、住民への災害への負担を減らし、持
続可能な開発と貧困削減に貢献する、ことを目的としている。このために、(i)開発政策
や計画に防災を統合する、(ii)事前の備え、軽減の活動を行う、そして(iii)開発や人道援
助、復興において防災を統合する、といった支援を行う。 
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表３ 円借款の内部収益率（EIRR） 
国 案件名 審査時EIRR 
評価時
EIRR 
インドネシア 
メダン洪水防御事業 13.08 13.04 
水資源開発セクターローン NA 15.01 
チタリック川流域保全林造成事業 NA 14.72 
パダン洪水防御事業（２） 15 16.1 
メラピ火山及びスメル火山防災事業（2） 12 20.8 
 11.7 17.2 
クルド火山緊急砂防事業 18.4 16.2 
パダン洪水防御事業(I) 9.5 9.2 
灌漑・洪水防御修復事業 20.2 9.7 
ポロン川改修事業 7.8 7.5 
ソロ川上流治水事業 7.8 13.9 
アチェ河緊急河川改修事業 StageⅡPhase1 9.3 11.83 
ブランタス川中流域改修事業（Ⅱ） 16 17.55 
マディウン川緊急治水事業 6.1 5.1 
西ジャカルタ洪水制御事業（Ⅰ）（Ⅱ） 11.8 12.67 
アッチェ河緊急河川改修事業 10.5 12.4 
ウラル川河川改修及び灌漑改良事業 10 10.2 
スリランカ 大コロンボ圏水辺環境改善事業 9.7 10.9 
中華人民共和国 湖南省都市洪水対策事業 16.4 10.6 
ネパール 
クリカニ防災事業（2） 13.6 16.9 
クリカニ防災事業 21.7 23.5 
フィリピン 
アグノ川洪水制御事業(II) (II-B) 16.1 15.8 
イロイロ洪水制御事業（II） 22.8 19.1 
ラオアグ川治水・砂防事業 15.5 13.5 
ピナツボ火山災害緊急復旧事業（2） 21.8 23.7 
アグサン川下流域開発（洪水制御 2） 9.7 25.13 
メトロマニラ西マンガハン地区洪水制御事
業 17.7 21.3 
アグノ川流域緊急修復事業 16.71 21.65 
ピナツボ火山災害緊急復旧事業 18.9 17.2 
ブラジル チエテ川流域環境改善事業 10.97 8.49 
平均 14.0 15.0 
JICA 事業評価ウエブサイトより作成 
                                            
1 外務省 2015。国連では強靭性（resilience）とは、「ハザードに曝されたシステム、コミ
ュニティあるいは社会が、基本的な機構及び機能を保持・回復するなどを通じて、ハザー
ドからの悪影響に対し、適切なタイミングかつ効果的な方法で抵抗、吸収、受容し、また
そこから復興する能力」と定義する(UNISDR 2015b)。 
2最貧国での災害被害の平均は GDP 比で 5%以上であり（Morris et al. 2002)、途上国の GDP
への影響は先進国の 20 倍（Sanghi et al. 2010)、という報告がある。 
3東日本大震災は災害が発生した 2011 年には、災害が GDP 成長率を▲1.0%-1.8%ポイント
押し下げ、翌 12 年には復興需要が+0.1-0.6%押し上げた、と推定されている（武田・森重
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2012、大和総研 2011、林田他 2011)。 
4 内閣府 2015 
5 Kahn (2005)は一人当たり国内総生産が大きい国ほど、災害による死者が少ない、と分析
している。Kellenberg & Mobarak (2008)は、風水害による死者数にはクズネッツ曲線の関
係があり、一人当たり GDP が 4500-5500 米ドルまでは死者数が増加し、それ以降は減少す
る、と主張している。熱帯低気圧の死亡リスクは、低所得国では OECD 加盟国の約 200 倍
も高い（UNISDR 2009: 11）。 
6 Tanaka 2015 
7 World Bank 2011: 4-5 
8 Sawada et al. 2011  
9 Blomberg et al. 2004 。9/11 の影響では、アメリカの 2001 年の GDP が 0.5％程度押し
下げられた、と推定される(Roberts 2009)。 
10 Brancati 2007; Nel & Righarts 2008。洪水など気候要因の災害と紛争には関連はないとの
研究もある（Bergholt and Lujala,2012; Theisen et al. 2013）。 
11 UNISDR 2008; 石渡 1997；国際協力事業団 2003；内閣府 2015：9；中須 2006 
12 Shepherd et al. 2013。多くはサブサハラ、南アジア諸国である。 
13 1991 年のバングラデシュのサイクロンでは約 9 割の犠牲者が、2008 年ミャンマーのサ
イクロンでは約 6 割が、2004 年インド洋大津波に襲われたインドネシアでは 55－70%の被
害者が女性であった(Trohanis et al. 2011) 
14 Todo et al. 2013; 藤田他 2014 
15 この額は過去 10 年間平均で総生産の 0.08%に相当する（Swiss Re 2015）。 
16 Hallegatte 2011; Wisner et al. 2004 渡辺他訳 2010； 国際協力事業団 2003；林 2012。
永松は、直接被害額は経済発展とともに一旦低下し、その後大きく上昇するといったＵ字
型のカーブを描くことを理論的に説明している(2002)。 
17 Loayza et al.(2012)は、干ばつ、地震や風害は GDP 成長率にマイナスの影響を与えるが、
洪水は GDP の成長にプラスの効果がある、と結論づけている。 
18 Hochrainer 2009; World Bank 2015 
19 UNISDR 2013: 87 
20 Skidmore and Toya 2002; Sawada et al. 2011。永松は、低開発国において災害は経済成
長に負の影響をあたえるものの、先進国では正の影響を及ぼす、としている(2002)。 
21 Cavallo et al. 2013。東日本大震災では中期的影響では経済的影響は僅少である、との推
定がある（林田他 2011)。 
22 Blomberg et al. 2004。 
23 Okuyama 2003。 
24 Shimada 2015。 
25 Shimada 2014；兵庫県 2015。 
26東日本大震災では 3 年にわたり被災 3 県の鉱工業生産は震災前の水準を下回った(復興庁
2015)。 
27 Toya and Skidmore 2007。 
28 Hallegatte 2011。 
29 井上・鴨川 2002；成瀬・大岡 2000 
30 Tsukahara 2015 
31 松浦 2010 
32 北陸建設経済研究会 2007; 国土交通省ホームページ 
33 Ishiwatari 2014。都道府県管理河川では延長比で 3/4 が災害復旧により整備された(国土
交通省)。 
34 Mechler 2005; Keating et al. 2014; 遠山・相良 2014。 
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35 国土交通省 2005 
36 Hallegatte 2012. 
37 石渡 2013、財務省 2012、内閣府 2015 
38 楢府・石渡 2014:31-32 
39 Bacani 2015 
40 Michel‐Kerjan et al. 2013 
41 例えば、カリブ大災害リスク保険機構は，災害保険の初の多国間リスク・プール制度で
ある。カリブ 16 カ国が加盟し、ハリケーンや地震が発生した場合に資金を供給する。加盟
国はリスクに応じて年間保険料を支払う。これにより各国が個別に支払うよりも、低いコ
ストで保険サービスを受けることができる。大洋州では太平洋自然災害リスク保険が設立
された。一定規模以上の自然災害が発生すると、被災国に速やかに保険金が支払われる、
天候インデックス保険の導入も進められている。これは天候指標（降水量、気温など）が
あらかじめ定めた条件を満たした場合に、保険金を支払う保険である。損害調査や査定な
どの手間を省くことができる。 
42 UNISDR 2007 & 2015b、財務省 2012 
43 Ranghieri & Ishiwatari 2014 
44 Hill et al. 2012; Keating et al. 2014; World Bank 2012 
45 Sparks 2012: 8-11。事前の備えへの援助は、2006 年から 10 年までの DAC 加盟国によ
る政府開発援助の 0.5%を占める。 
46 Sparks 2012:12 
47 石渡他 2013 
48 国際協力銀行 2003。このコストは土木工事の約 1/3 程度となっている 
49 World Bank 2006 
50 国際平和拠点ひろしま構想推進連携事業実行委員会 2014 
51 Ishiwatari et al. 2013; 国際協力機構 2008 
52 Hosono 2012; 大井 2009 
53 IPCC 2012 
54 社会資本整備審議会 2015 
55 Tsukahara 2010; 国際協力機構 2010 
56 例えば、兵庫県を流れる円山川では、特別天然記念物であるコウノトリの野生復帰のた
めの自然再生と持続可能な環境管理を可能とする、治水事業が実施されている。平成 16 年
10 月の台風第 23 号による豪雨では、１万戸を超える浸水被害が発生した。復興事業として
同じ規模の洪水が発生しても被害が生じないような河川改修工事が計画された。事業では
コウノトリの生息に不可欠な湿地環境及び環境遷移帯を再生・創出している(都築他 006)。 
57 Ishiwatari 2010, Jha et al. 2012, 国土交通省 2005 
58 Kull et al. (2013)は、イスラマバードの治水事業において、調整池と河川改修を別々に事
業を行うと費用対便益比はそれぞれ 9 であるが、この二つの対策を組み合わせることで 25
に改善され効率的な整備ができる、と指摘している。 
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